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第１問　１－１  （３点）
製造物責任法に関する次の①～⑤の記述のう
ち，その内容が最も適切なものを１つだけ選び
なさい。

①　消費者Ａは，建築会社Ｂ社に自宅の増築を依
頼し，完成した自宅の引渡しを受けた。Ａは，
当該増築部分を書斎として使用していたが，Ｂ
社の施工の不備が原因で当該増築部分の天井板
が落下したため，その下敷きになり負傷した。
この場合，Ａは，Ｂ社に対し，製造物責任法に
基づき損害賠償を請求することができる。

②　消費者Ａは，Ｂ社が経営するスーパーマーケ
ットで，その店舗内で調理された弁当を購入し，
その日の昼食とした。当該弁当は調理の際に細
菌が混入していたため，これを食したＡが食中
毒に罹患した。この場合，製造物責任法上の製
造物に該当するのは工業製品のみであるため，
Ａは，Ｂ社に対し，製造物責任法に基づき損害
賠償を請求することができない。

③　消費者Ａは，Ｂ社が経営するアウトドア用品
店で，アウトドア用品メーカーＣ社がＢ社から
の委託により設計および製造を行ったテーブル
を購入した。当該テーブルには，製造業者とし
てＢ社の商号が表示されていた。当該テーブル
は，設計上の欠陥が原因で脚の固定器具が破損
し倒れたため，当該テーブルの上で湯を沸かし
ていたコンロが落下して，こぼれた熱湯でＡは
やけどを負った。この場合，Ａは，Ｂ社に対し，
製造物責任法に基づき損害賠償を請求すること
ができる。

④　消費者Ａは，Ｂ社が経営する食器店で，食器
メーカーＣ社が製造したコーヒーポットを購入
した。当該コーヒーポットは，製造上の欠陥が
原因で水漏れがするため，使用することができ
なかった。この場合，当該コーヒーポットが使
用不能であったこと以外にＡに損害が生じてい
なくても，Ａは，Ｃ社に対し，製造物責任法に
基づき損害賠償を請求することができる。

⑤　消費者Ａは，Ｂ社の経営する家具店で，家具
メーカーＣ社が製造した組立て式のクローゼッ
トを購入した。当該クローゼットは，Ａによっ
てＣ社作成の取扱説明書に従って組み立てられ
たが，当該取扱説明書の記載に誤りがあったこ
とが原因で適切に組み立てられていなかった。
そのため，Ａが当該クローゼットに洋服を掛け
ようとしたところ，当該クローゼットが倒れ，
Ａはその下敷きになり負傷した。この場合，Ａ
は，Ｃ社に対し，製造物責任法に基づき損害賠
償を請求することができない。

 

第１問　１－２  （３点）
売買契約に関する次の①～⑤の記述のうち，民
法の規定に照らし，その内容が最も適切でない
ものを１つだけ選びなさい。

①　売買契約の目的物が，買主への引渡しの前に，
売主および買主以外の第三者の責めに帰すべき
事由により滅失し，当該目的物の引渡債務の履
行が不能となった。この場合，買主は，売主か
ら当該目的物の代金を請求されたとしても，そ
の履行を拒むことができる。

②　売買契約によって目的物の所有権が売主から
買主に移転するのは，売主と買主との間で申込
みの意思表示と承諾の意思表示が合致した時で
あり，売主と買主との間の特約によっても，こ
れと異なる時を所有権の移転時期とすることは
できない。

③　売主は，目的物の引渡しにつき債務の本旨に
従って弁済の提供をしたにもかかわらず，買主
が当該目的物の受領を拒絶したことにより約定
の履行期に当該目的物を引き渡すことができな
かった場合，履行遅滞には陥らず，債務不履行
の責任を負わない。

④　売買契約の締結後，目的物の引渡しの前に，
売主は，買主に対し，当該目的物の引渡債務の
全部の履行を拒絶する意思を明確に表示した。
この場合，買主は，売主に対し，相当の期間を
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定めて履行の催告をすることなく，直ちに契約
の解除をすることができる。

⑤　買主は，売買代金を支払う前に目的物を受領
したが，当該目的物が種類，品質または数量に
関して契約の内容に適合しないものであった場
合，売主に対し，原則として，当該目的物の修
補，代替物の引渡しまたは不足分の引渡しによ
る履行の追完を請求することができる。

第１問　１－３  （３点）
著作権法に関する次のア～オの記述のうち，そ
の内容が適切なものの組み合わせを①～⑤の中
から１つだけ選びなさい。

ア．著作者の有する権利には，著作権（著作財産
権）と著作者人格権とがある。著作者は，自己
の著作権および著作者人格権を第三者に譲渡す
ることができ，それらを譲り受けた者は著作権
および著作者人格権を取得する。

イ．著作物を創作した者は，自己の著作物の原作
品に，その実名または変名として周知のものを
著作者名として通常の方法により表示した場
合，著作権法上，その著作物の著作者と推定さ
れる。

ウ．著作権の支分権のうち，上映権は，著作物を
公に上映する権利であり，上映には，例えばＤ
ＶＤ等の記録媒体に固定された映画の著作物を
映写幕等に映写することに伴って映画の著作物
に固定されている音を再生することが含まれ
る。

エ．著作権者は，他人に対しその著作物の利用を
許諾することができ，許諾を受けた者は，許諾
された利用方法および条件の範囲内でその許諾
にかかる著作物を利用することができる。

オ．他人の著作権の目的となっている著作物を使
用しようとする者は，個人的にまたは家庭内等
の限られた範囲内において使用することを目的
とする私的使用のための複製であっても，著作
権者の許諾を得なければ，当該著作物を複製す
ることはできない。

①　アイウ　　②　アイオ　　③　アエオ　　
④　イウエ　　⑤　ウエオ
 

第１問　１－４  （３点）
抵当権に関する次の①～⑤の記述のうち，その
内容が最も適切でないものを１つだけ選びなさ
い。

①　債権者は，債務者に金銭を貸し付けるにあた
り，債務者所有の土地に抵当権の設定を受け，
その旨の登記を経た。この場合，当該債務者が
当該土地を第三者に売却するためには，民法上，
当該債権者の同意を得なければならない。

②　債権者は，債務者に金銭を貸し付けるにあた
り，債務者所有の土地に抵当権の設定を受け，
その旨の登記を経た。当該債権者は，当該債務
者が返済期限を過ぎても返済しないため当該抵
当権を実行する場合，民事執行法上，その前提
として，本件貸付けについて民事訴訟を提起し
債務名義を取得する必要はない。

③　債権者は，債務者に金銭を貸し付けるにあた
り，債務者所有の土地に抵当権の設定を受け，
その旨の登記を経た。その後，当該債務者は，
当該土地上に建物を建築した。この場合，当該
債権者は，民法上，当該抵当権を実行するに際
し，当該土地とともに当該建物も競売に付すこ
とができるが，当該土地の代価についてのみ，
担保権を有しない一般債権者に優先して弁済を
受けることができる。

④　債権者は，債務者に金銭を貸し付けるにあた
り，債務者所有の甲土地および乙土地を共同抵
当として抵当権の設定を受け，その旨の登記を
経た。この場合，民法上，当該債権者は，抵当
権を実行するに際し，甲土地および乙土地につ
いて，同時に両方の競売の申立てをすることも，
いずれか一方のみについて競売の申立てをする
ことも，可能である。

⑤　債権者は，債務者に金銭を貸し付けるにあたり，
債務者所有の土地に極度額7000万円の根抵当権の
設定を受け，その旨の登記を経た。その後，当該
根抵当権の実行により当該土地は競売に付され，
8500万円で第三者に買い受けられた。この場合
において，当該根抵当権の被担保債権の総額が
8000万円であり，後順位抵当権者がいないとき
であっても，民法上，当該債権者は，7000万円
を限度として配当を受けられるのみである。
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第２問　２－１  （３点）
株主総会に関する次の①～⑤の記述のうち，会
社法の規定に照らし，その内容が最も適切なも
のを１つだけ選びなさい。

①　株主総会の招集請求権および招集権は，すべ
ての株主に認められている。

②　株主総会は，株主全員の同意があるときには，
原則として，株主に対する招集手続を経ること
なく開催することができる。

③　株主総会における議決権は，株主が株式会社
の意思決定に参加するための権利であるから，
株式会社は，その取得した自己株式について議
決権を有する。

④　株式会社は，種類株式として，株主総会にお
いて議決権を行使することができる事項につい
て制限を設けた株式を発行することはできない。

⑤　株式会社は，株主との間の合意により有償で
自己株式を取得する場合，株主総会の特別決議
による授権決議を経なければならず，株主総会
の普通決議や取締役会決議による授権決議を経
て自己株式を取得することは認められていない。

第２問　２－２  （３点）
独占禁止法に関する次の①～⑤の記述のうち，
その内容が最も適切なものを１つだけ選びなさ
い。

①　乳製品の製造会社Ａ社は，自社の乳製品甲に
ついて，小売業者Ｂ社に対し，正当な理由がな
いのに，希望小売価格を維持させる条件をつけ
て供給している。この場合におけるＡ社の行為
は，不公正な取引方法に該当し独占禁止法に違
反する。

②　家電メーカーＣ社は，家電量販店Ｄ社に対し，
一定の期間における自社の家電製品甲の販売数
が一定以上となった場合に，Ｄ社に対する家電
製品甲の卸売り価格についてＣ社の採算の範囲
内で値引きを行った。この場合におけるＣ社の
行為は，不公正な取引方法に該当し独占禁止法
に違反する。

③　寝具メーカーＥ社は，一定額以上の取引をし
ている取引先に対し，不当に，競合会社である
寝具メーカーＦ社が販売している商品の取扱い

を禁止する条項を含んだ協定を締結させ，Ｆ社
の取引の機会を減少させるおそれを生じさせ
た。この場合におけるＥ社の行為は，不公正な
取引方法に該当せず独占禁止法に違反しない。

④　ディスカウントストアチェーンを運営するＧ
社およびＨ社は，正当な理由がないのに，仕入
れ価格を著しく下回る価格で文房具を販売し，
これにより文房具を主体に販売する文房具店等
を競争上不利な状況に置き，その事業活動を困
難にするおそれを生じさせた。この場合におけ
るＧ社およびＨ社の行為は，不公正な取引方法
に該当せず独占禁止法に違反しない。

⑤　コンピューターソフトウェア開発会社Ｉ社は，
取引先であるコンピューター製造会社に対し，
ソフトウェア甲をコンピューターに搭載するこ
とを承諾する際に，不当に，他のソフトウェア
乙も同時に搭載することを条件としていた。こ
の場合におけるＩ社の行為は，不公正な取引方
法に該当せず独占禁止法に違反しない。

第２問　２－３  （３点）
国際法務に関する次の文章中の下線部①～⑤の
記述のうち，その内容が最も適切なものを１つ
だけ選びなさい。

国際的な取引において紛争が生じ，これを民事
訴訟により解決する場合，どの国の裁判所に民事
訴訟を提起できるかという国際裁判管轄が問題と
なる。①日本の民事訴訟法上，民事訴訟について，
日本以外の国に裁判管轄が認められる場合には，
日本の裁判所に国際裁判管轄は認められない。

日本の民事訴訟法上，民事上の法的紛争の当事
者は，合意により，いずれの国の裁判所に訴えを
提起することができるかについて定めることがで
きる。この合意を国際裁判管轄の合意という。②
日本の民事訴訟法上，国際裁判管轄の合意は，当
事者間で提起され得るすべての訴えを対象として
なされる必要があり，一定の法律関係に基づく訴
えに限定して国際裁判管轄の合意をすることは認
められない。

また，いずれの国の法律を適用して紛争を解決
するかという準拠法が問題となる。③日本の法の
適用に関する通則法上，当事者間に準拠法につい
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ての合意がない場合，法律行為の成立および効力
は，当該法律行為により債務を負う者の本国の法
により決定される。また，④日本の法の適用に関
する通則法上，当事者間に準拠法についての合意
がある場合，準拠法は，原則として，当事者が法
律行為の当時に選択した地の法となる。

さらに，外国判決の効力が問題となる。すなわ
ち，外国の裁判所が行った判決に基づき，日本国
内で強制執行を行うことができるかという問題で
ある。⑤外国裁判所の確定判決は，日本国内では
債務名義としての効力は認められず，当該判決に
基づいて強制執行を行うことはできないが，当該
判決にかかる民事訴訟と同一の当事者および請求
権について日本の裁判所に民事訴訟が提起された
場合，日本の裁判所の判断は当該外国裁判所の確
定判決中の判断に拘束される。

第２問　２－４  （３点）
会社法上の「会社の代理商」に関する次の①～
⑤の記述のうち，その内容が最も適切でないも
のを１つだけ選びなさい。

①　代理商と会社との間の法律関係は委任または
準委任であり，代理商は，会社に対して善良な
管理者の注意義務を負う。

②　代理商は，取引の代理をした場合には，遅滞
なく会社に対してその通知を発しなければなら
ない。

③　代理商は，別段の意思表示がない場合，取引
の代理をしたことによって生じた債権が弁済期
にあるときには，当該債権の弁済を受けるまで，
会社のために占有する物を留置することができ
る。

④　代理商が会社の許可を得ずに，自己のために
会社の事業の部類に属する取引を行ったことに
より，会社に損害が生じた。この損害につき，
会社がその賠償を代理商に請求した場合，当該
取引により代理商が得た利益額が会社に生じた
損害額と推定される。

⑤　代理商は，その営業の範囲内において会社の
ために取引の代理をした場合でも，代理商契約
において報酬に関する約定をしていなければ，
会社に対して報酬を請求することができない。

第３問　３－１  （３点）
労働組合に関する次の①～⑤の記述のうち，そ
の内容が最も適切なものを１つだけ選びなさ
い。

①　Ａ社には労働組合が存在しないため，Ａ社の
労働者Ｂは，労働組合を結成しようと考えてい
る。この場合において，Ｂが労働組合を結成す
るためには，労働組合法上，Ｂは，Ａ社に労働
組合を結成する旨を届け出て，Ａ社の承認を得
なければならない。

②　Ｃ社にはＤ労働組合が存在するが，Ｃ社とＤ
労働組合は労働条件の決定等について対立関係
にある。この場合，Ｃ社は，Ｃ社の労働者数に
対するＤ労働組合を組織する労働者数の割合を
減少させるため，労働組合法上，新規に労働者
を雇用するにあたり，Ｄ労働組合に加入しない
ことを条件として労働契約を締結することがで
きる。

③　Ｅ社のＦ労働組合は，労働条件についてＥ社
と交渉し，有効期間を５年とする労働協約を締
結した。この場合，労働組合法上，当該労働協
約は５年間有効である。

④　Ｇ社のＨ労働組合は，Ｇ社と交渉し労働協約
を締結した。当該労働協約とＧ社に従来から存
在する就業規則との間に内容の矛盾する部分が
存在する場合，労働基準法上，所轄労働基準監
督署長は，当該労働協約の変更を命じることが
できる。

⑤　Ｉ社では常時200名の労働者を使用しており，
その過半数である120名の労働者で組織するＪ
労働組合が存在する。Ｉ社は，労働基準法上，
その就業規則を変更する場合，Ｊ労働組合の意
見を聴かなければならない。

第３問　３－２  （３点）
破産手続に関する次の①～⑤の記述のうち，そ
の内容が最も適切でないものを１つだけ選びな
さい。

①　債権者は，債務者の破産手続開始の申立てを
する場合には，あらかじめ当該債務者の同意を
得なければならない。

②　債務者が支払不能，すなわち，支払能力を欠



5

2級 問題

くために，その債務のうち弁済期にあるものに
つき，一般的かつ継続的に弁済することができ
ない状態にあるときは，裁判所は，原則として，
申立てにより，決定で，破産手続を開始する。

③　裁判所は，破産手続開始の申立てがあった場
合，必要があると認めるときは，利害関係人に
よる申立てまたは職権により，破産手続開始の
申立てについて決定があるまでの間，原則とし
て，債務者の財産に対して行われている強制執
行などの手続の中止を命じることができる。

④　裁判所は，一定の場合を除き，破産財団をも
って破産手続の費用を支弁するのに不足すると
認めるときは，破産手続開始の決定と同時に，
破産手続廃止の決定をしなければならない。

⑤　破産手続開始決定後，破産者の取引先が破産
管財人との間で取引を行ったことにより当該取
引先が取得した債権は，財団債権となる。

第３問　３－３  （３点）
個人情報保護法に関する次のア～オの記述のう
ち，その内容が適切なものの組み合わせを①～
⑤の中から１つだけ選びなさい。なお，本問に
おけるＡ社は，個人情報保護法上の個人情報取
扱事業者に該当するものとする。

ア．Ａ社は，自社の保有する個人情報の利用目的
を変更する場合，あらかじめ当該個人情報にか
かる本人の同意を得ないで，従前の利用目的を
一切考慮することなく，任意に，利用目的を変
更することができる。

イ．Ａ社は，営業活動を通じて顧客Ｂからその個
人情報を取得したが，その利用目的を公表して
いなかった。この場合，個人情報保護法上，Ａ
社は，その利用目的をＢに通知した上で，さら
に公表しなければならない。

ウ．Ａ社は，その従業者Ｃに個人データを取り扱
わせるにあたっては，当該個人データの安全管
理が図られるよう，Ｃに対する必要かつ適切な
監督を行わなければならない。

エ．Ａ社は，匿名加工情報データベース等を構成
する匿名加工情報を作成するときは，特定の個
人を識別することおよびその作成に用いる個人
情報を復元することができないようにするため

に必要なものとして個人情報保護委員会規則で
定める基準に従い，当該個人情報を加工しなけ
ればならない。

オ．Ａ社の従業者Ｄは，その業務に関して取り扱
ったＡ社の個人情報データベース等の全部を複
製し，自己の不正な利益を図る目的で第三者に
提供した。この場合，Ｄには個人情報保護法上
のデータベース提供罪が成立し得る。

①　アイエ　　②　アイオ　　③　アウオ　　
④　イウエ　　⑤　ウエオ

第３問　３－４  （３点）
意思表示に関する次のア～オの記述のうち，民
法の規定に照らし，その内容が適切なものの組
み合わせを①～⑤の中から１つだけ選びなさい。

ア．表意者が相手方と通謀して行った真意と異な
る意思表示は無効であるが，善意の第三者に対
してはその意思表示の無効を主張することがで
きない。

イ．他人からの強迫によって行った意思表示は，
無効である。

ウ．契約の申込みの意思表示をした者は，当該契
約の基礎とした事情についてのその認識が真実
に反する錯誤に基づき当該意思表示をした場合
において，当該錯誤が当該契約の目的および取
引上の社会通念に照らして重要なものであると
きは，当該事情が当該契約の基礎とされている
ことが表示されていなくても，当該意思表示の
取消しを主張することができる。

エ．表意者が真意でないことを自分で知りながら
意思表示をした場合，当該意思表示は原則とし
て有効である。

オ．詐欺による意思表示について，表意者は，詐
欺の事実を過失により知らない第三者に対し
て，当該意思表示の取消しを主張することはで
きない。

①　アイ　　②　アエ　　③　イオ　　
④　ウエ　　⑤　ウオ
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第４問　４－１  （３点）
法的紛争解決手続に関する次の①～⑤の記述の
うち，その内容が最も適切なものを１つだけ選
びなさい。

①　「裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法
律」（ＡＤＲ基本法）では，認証紛争解決手続
を利用することができる紛争を特定物の引渡し
に関する法的紛争に限定している。

②　債権者からの支払督促の申立てにより，簡易
裁判所書記官から債務者に支払督促が発せら
れ，当該支払督促が確定した後であっても，当
該債務者が督促異議を申し立てたときは，通常
訴訟に移行する。

③　売買契約の当事者は，簡易裁判所において，
約定の期日に引き渡されなかった売買目的物に
ついて，目的物の引渡しおよび遅延損害金の支
払いについて訴え提起前の和解（即決和解）を
成立させ，和解調書が作成された。この場合，
買主は，当該和解調書を債務名義として，遅延
損害金の支払いについて強制執行を申し立てる
ことはできるが，目的物の引渡しについて強制
執行を申し立てることはできない。

④　民事上の法的紛争に関し，裁判所に調停が申
し立てられた場合において，当事者の一方が調
停期日に出席し，その相手方が欠席したときに
は，直ちに出席した当事者の主張を全面的に認
める調停調書が作成される。

⑤　金銭の支払いに関する法的紛争について，当
事者間に示談が成立し，その内容を公正証書に
する場合であっても，当該公正証書に強制執行
認諾文言が付されなければ，当該公正証書を債
務名義として強制執行をすることはできない。

第４問　４－２  （３点）
Ｘ社は，「甲」という名称の百貨店を経営して
いる。この場合に関する次のア～オの記述のう
ち，その内容が適切なものの組み合わせを①～
⑤の中から１つだけ選びなさい。なお，本問に
おける「甲」および「乙」は，いずれも不正競
争防止法上の商品等表示に該当するものとす
る。

ア．「甲」がＸ社の経営する百貨店の名称として
「著名性」を有する場合において，個人事業主

として理髪店を営むＡが，その経営する理髪店
の名称として「甲」を使用する行為は，Ａが経
営するのが理髪店であって百貨店と同一または
類似するといえないため，不正競争防止法上の
不正競争には当たらない。

イ．「甲」がＸ社の経営する百貨店の名称として需
要者の間で広く認識され「周知性」を有する場
合において，Ｘ社の競業他社であるＹ社は，自
社の経営する百貨店に「甲」と類似する「乙」
という名称を使用し，故意に「甲」と混同を生
じさせ，Ｘ社の営業上の利益を侵害した。Ｘ社
が，Ｙ社に対しその侵害により自社が受けた損
害の賠償を請求する場合において，Ｙ社がその
侵害の行為により利益を受けているときは，不
正競争防止法上，その利益の額は，Ｘ社が受け
た損害の額と推定される。

ウ．「甲」がＸ社の経営する百貨店の名称として需
要者の間で広く認識され「周知性」を有する場
合において，Ｘ社の競業他社であるＹ社は，自
社の経営する百貨店に「甲」と類似する「乙」
という名称を使用し，故意に「甲」と混同を生
じさせ，Ｘ社の営業上の利益を侵害した。この
場合であっても，不正競争防止法上，Ｘ社は，
Ｙ社に対し，その侵害の停止または予防を請求
することができない。

エ．Ｘ社は，インターネット上のホームページに，
「甲」を表すドメイン名を使用しようとしてい
る。この場合において，第三者Ｂが，不正の利
益を得る目的で，Ｘ社の業務にかかる特定商品
等表示である「甲」と同一のドメイン名を使用
する権利を保有しており，その使用によりＸ社
の営業上の利益が侵害されるおそれがあるとき
は，不正競争防止法上，Ｘ社は，Ｂによる当該
ドメイン名の保有および使用につき差止請求権
を行使することができる。

オ．Ｘ社は，甲百貨店で販売しているアクセサリ
ーについて，天然ダイヤを使用している旨の表
示を行っているが，実際には人造ダイヤを使用
していた。この場合において，Ｘ社が，当該表
示について，消費者庁長官からその裏付けとな
る合理的な根拠を示す資料の提出を求められた
にもかかわらず，これを提出しなかったときは，
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当該表示は，景品表示法上の優良誤認表示とみ
なされる。

①　アイウ　　②　アイエ　　③　アウオ　　
④　イエオ　　⑤　ウエオ 

第４問　４－３  （３点）
株式会社の設立に関する次のア～オの記述のう
ち，その内容が適切なものの組み合わせを①～
⑤の中から１つだけ選びなさい。

ア．会社法上，株式会社の商号は，株式会社の設
立時に作成される原始定款の絶対的記載事項と
はされていないため，設立登記の時までに商号
を決定すれば足りる。

イ．株式会社の設立に際し，設立時発行株式がす
べて引き受けられるのであれば，発起人は，必
ずしも設立時発行株式を引き受ける必要はな
い。

ウ．金銭以外の財産を出資の対象とする現物出資
をする場合には，定款に会社法で定められた事
項を記載し，原則として，裁判所の選任する検
査役の調査を受けなければならない。

エ．株式会社は，その本店所在地において設立の
登記をすることによって成立する。

オ．発起人は，株式会社の設立についてその任務
を怠った場合，株式会社に対し，これによって
生じた損害を賠償する責任を負う。

①　アイウ　　②　アイオ　　③　アウエ　　
④　イエオ　　⑤　ウエオ

第４問　４－４  （３点）
甲社は，取引先である乙社に対し，1000万円
の商品の売買代金債権を有しているが，履行期
が到来しても乙社は甲社に対して売買代金を支
払おうとしない。甲社が当該売買代金債権の回
収のために乙社の有する資産の調査を行ったと
ころ，乙社は，丙社との間の請負契約に基づき，
履行期の到来した1000万円の報酬請求権を有
するほかには，乙社の債務の引当てとなる資産
を有しないことが判明した。この場合に関する
次の①～⑤の記述のうち，その内容が最も適切
でないものを１つだけ選びなさい。

①　甲社が本件報酬請求権につき債権者代位権を
行使する場合，甲社は，丙社に対し，本件報酬
を乙社に支払うよう請求できるだけでなく，甲

社に直接支払うよう請求することもできる。
②　乙社が，丙社に対して本件報酬の支払いを求

める訴えを裁判所に提起している場合，甲社は，
本件報酬請求権につき債権者代位権を行使する
ことができない。

③　丙社が，乙社からの本件報酬の請求について，
その履行を拒絶することのできる抗弁権を有し
ている場合であっても，甲社が本件報酬請求権
につき債権者代位権を行使し，丙社に対し，本
件報酬の支払いを請求したときには，丙社は，
当該抗弁権を甲社に主張することはできない。

④　乙社は，第三者である丁社に本件報酬請求権
を無償で贈与した。この場合，乙社が行った本
件報酬請求権の贈与について，甲社が詐害行為
取消権を行使するためには，乙社および丁社の
両方が当該贈与によって乙社の債権者を害する
ことを知っていることが必要である。

⑤　乙社は，第三者である丁社に本件報酬請求権
を無償で贈与した。甲社は，当該贈与について，
詐害行為としてその取消しを裁判所に請求し，
甲社の詐害行為取消請求を認容する判決が確定
した。この場合，詐害行為取消権の効果は乙社
およびそのすべての債権者に対しても生じるた
め，当該判決は，乙社およびそのすべての債権
者に対してもその効力を有する。

第５問　５－１  （３点）
特許法に関する次のア～オの記述のうち，その
内容が適切なものの組み合わせを①～⑤の中か
ら１つだけ選びなさい。

ア．研究者甲は，スマートフォン用の液晶画面の
研究により，特許法上の物の発明に該当する発
明Ａを創作するとともに，発明Ａを実施した液
晶画面を生産する方法についての発明Ｂを創作
した。この場合，甲は，発明Ａについて特許を
受けることができるほか，発明Ｂについても特
許を受けられることがある。

イ．研究者甲は，特許法上の特許要件を充たす発
明Ｃを創作した。この場合，特許法上，特許を
受ける権利は譲渡することができないため，甲
は，発明Ｃについて特許を受ける権利を第三者
である乙社に移転することはできない。
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ウ．甲社の従業者乙は，勤務時間中に甲社内の設
備を利用して，特許法上の職務発明に該当する
発明Ｄを創作し，甲社の勤務規則の定めにより，
甲社が発明Ｄについての特許権を乙から承継し
た。この場合，特許法上，乙には，甲社から相
当の利益を受ける権利が認められる。

エ．甲社の従業者乙は，第三者である丙社が特許
権の設定登録を受けた特許発明Ｅについて，丙
社が特許権者であることを知りながら，甲社の
業務に関し，丙社に無断で特許発明Ｅを実施し
ている。この場合，侵害行為を行った乙だけで
なく，甲社も刑事罰を科されることがある。

オ．甲は，過失により，乙社が特許権の設定登録
を受けた特許発明Ｆについて，乙社の特許権を
侵害し，その業務上の信用を害した。この場合，
特許法上，乙社には，損害の賠償を請求する権
利は認められるが，その損なわれた業務上の信
用を回復するのに必要な措置を請求する権利は
認められない。

①　アイウ　　②　アイオ　　③　アウエ　　
④　イエオ　　⑤　ウエオ

第５問　５－２  （３点）
消費者保護関連法に関する次の①～⑤の記述の
うち，その内容が最も適切でないものを１つだ
け選びなさい。

①　消費者が，事業者による不適切な勧誘行為が
あったことを理由として，消費者契約法に基づ
き，事業者との間の売買契約を取り消した場合，
当該売買契約は遡及的に無効となり，すでに履
行された債務につき，事業者および消費者の双
方が原状回復義務を負う。

②　消費者契約法上の消費者契約において，事業
者の債務不履行により生じた消費者の解除権を
放棄させる条項が規定されている場合，当該消
費者契約自体が無効となる。

③　割賦販売法上，消費者と販売業者との間で，
販売業者の営業所等以外の場所で個別信用購入
あっせん関係販売契約が締結された場合におい
て，消費者が，信販会社との間で締結した当該
個別信用購入あっせん関係販売契約にかかる立
替払契約（個別信用購入あっせん関係受領契約）

について，当該信販会社に対してクーリング・
オフの通知をしたときは，原則として，個別信
用購入あっせん関係販売契約は解除されたもの
とみなされる。

④　特定商取引法上の訪問販売には，営業所等以
外の場所で行われる所定の取引のほか，販売業
者が路上で呼び止めて同行させるなどの一定の
方法により営業所等に誘引して行われる所定の
取引も含まれる。

⑤　特定商取引法が適用される特定継続的役務提
供契約を締結しようとするときは，役務提供事
業者は，当該特定継続的役務の提供を受けよう
とする者に対し，当該特定継続的役務提供契約
を締結するまでに，当該特定継続的役務提供契
約の概要について記載した書面を，また，特定
継続的役務提供契約を締結したときは，遅滞な
く，当該特定継続的役務提供契約の内容を明ら
かにする書面を，それぞれ交付する必要があり，
これらの書面を１つの書面で兼ねることはでき
ない。

第５問　５－３  （３点）
Ｘタクシー会社の従業員である運転手Ａは，業
務中にタクシーの運転操作を誤り，自転車で走
行していたＢに衝突した。Ｂはこの事故により
怪我を負い，Ｂの自転車も大破した。この場合
に関する次のア～オの記述のうち，その内容が
適切なものの組み合わせを①～⑤の中から１つ
だけ選びなさい。なお，本問において，Ｂは，
事理弁識能力を有するものとする。

ア．Ｂは，Ｘ社に対して，民法715条の使用者責任
の規定に基づいて損害賠償請求をするときは，
同時にＡに対して民法709条の不法行為責任の
規定に基づく損害賠償を請求することはできな
い。

イ．Ｂは，保険会社であるＹ社との間で傷害保険
契約を締結しており，本件事故による怪我につ
いて傷害保険金を受け取った。この場合，Ｂの
受け取った傷害保険金の額は，Ｂが原告となり
Ｘ社を被告として提起した民法715条の使用者
責任の規定に基づく損害賠償請求訴訟におい
て，損害賠償の額を算定するにあたり，損益相
殺の対象となる。
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ウ．本件事故につきＢにも過失が認められる場合
において，ＢがＸ社を被告として民法715条の
使用者責任の規定に基づく損害賠償請求訴訟を
提起したときは，裁判所は，Ｂの過失を考慮し
て，損害賠償の額を定めることができる。

エ．Ｘ社は，民法715条の使用者責任の規定に基づ
いてＢに対して損害賠償を行った場合，原則と
して，Ａに対して求償することができる。

オ．Ｂは，Ｘ社に対して，自動車損害賠償保障法
３条の運行供用者責任の規定に基づいて自己の
怪我について損害賠償を請求することはできる
が，当該規定に基づいてＢの自転車の損壊につ
いて損害賠償を請求することはできない。

①　アイウ　　②　アイオ　　③　アエオ　　
④　イウエ　　⑤　ウエオ

第５問　５－４  （３点）
非典型担保に関する次の①～⑤の記述のうち，
その内容が最も適切でないものを１つだけ選び
なさい。

①　Ａ社は，Ｂ社に対して有する貸金債権を担保
する目的でＢ社所有のＸ建物につき代物弁済の
予約を行い，その仮登記を経た。その後，Ｂ社
が破産手続開始の決定を受けた場合，Ａ社は，
破産法上の別除権者に当たる。

②　Ａ社は，Ｂ社に対して有する貸金債権を担保
する目的でＢ社所有のＸ土地につき代物弁済の
予約を行い，その仮登記を経た。その後，Ｂ社
は，約定の期日までに借入金を弁済することが
できなくなった。この場合において，担保権を
有しない他の債権者によりＸ土地が強制競売に
付されたときは，仮登記担保法上，Ａ社は，当
該他の債権者に優先して弁済を受けることがで
きる。

③　Ａ社は，Ｂ社に対して有する貸金債権を担保
する目的でＢ社所有の絵画Ｘに譲渡担保の設定
を受ける場合，「動産及び債権の譲渡の対抗要
件に関する民法の特例等に関する法律」（動産・
債権譲渡特例法）に基づく動産譲渡登記を経る
ことで，絵画Ｘの譲渡担保権を第三者に対抗す
ることができる。

④　Ａ社は，Ｂ社に対して有する貸金債権を担保

する目的でＢ社所有のＸ建物に譲渡担保の設定
を受けた。Ａ社は，当該譲渡担保を実行する場
合，裁判所の競売手続を経ることなく，自らＸ
建物を第三者に売却する方法をとることができ
る。

⑤　Ａ社は，その所有する新車の乗用車ＸをＢ社
に売却するに際し，売買契約において，Ｂ社が
代金の全額を支払う前にＡ社が乗用車ＸをＢ社
に引き渡すが，乗用車Ｘの所有権は代金全額の
支払いが完了するまでＡ社に留保される旨の所
有権留保の約定をした。この場合において，Ｂ
社が，売買代金の支払いを完了する前に乗用車
Ｘを第三者であるＣ社に売却したとしても，Ｂ
社とＣ社との間の売買契約は，所有権留保の約
定に基づき無効となる。

第６問　６－１  （２点）
ファイナンス・リースに関する次のア～オの記
述のうち，その内容が適切なものの組み合わせ
を①～⑤の中から１つだけ選びなさい。

ア．ファイナンス・リース契約は，ユーザーによ
るリース契約の申込みに対し，リース会社が承
諾した時点で成立する諾成契約である。

イ．リース会社とサプライヤーとの間のリース物
件の売買契約は，一般に，リース会社とユーザ
ーとの間のリース契約が締結されるより前に締
結される。

ウ．ファイナンス・リースにおいては，一般に，
リース会社がリース物件の保守・修繕義務を負
う。

エ．ユーザーは，過失によりリース物件を破損さ
せた。この場合，ユーザーは，リース会社から
リース物件の修理費用相当額の損害賠償を請求
されたときは，これに応じなければならない。

オ．ユーザーは，リース物件に施されていた，リ
ース会社所有のリース物件である旨の表示を破
棄した上で，第三者に対し，当該リース物件は
自己の所有物であると虚偽の説明をして売却
し，現実に引き渡した。この場合，当該第三者
は，当該ユーザーから当該リース物件の引渡し
を受ける際に，当該リース物件が当該ユーザー
の所有物であると信じ，かつそう信じたことに
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つき過失がないときは，当該リース物件の所有
権を取得する。

①　アイウ　　②　アイオ　　③　アエオ　　
④　イウエ　　⑤　ウエオ

第６問　６－２  （２点）
株式会社における取締役の業務執行の監督に関
する次の①～⑤の記述のうち，その内容が最も
適切でないものを１つだけ選びなさい。

①　Ａ株式会社は，会社法上の公開会社でなく，
かつ，監査役会または会計監査人を設置してい
ない。この場合，Ａ社は，定款の定めにより，監
査役の権限を会計監査に限定することができる。

②　会社法上の公開会社であるＢ株式会社におい
て監査役Ｃが選任されている場合，監査役Ｃの
業務監査の権限は，Ｂ社の取締役の行為が法令・
定款に違反するかという適法性の監査のみであ
って，取締役の行為の当不当についての妥当性
の監査には及ばない。

③　会社法上の公開会社であるＤ株式会社の監査
役Ｅは，いつでも，Ｄ社の取締役および会計参
与ならびに支配人その他の使用人に対して事業
の報告を求め，また，Ｄ社の業務および財産の
状況を調査することができる。

④　会社法上の公開会社であるＦ株式会社の取締
役Ｇが，Ｆ社の目的の範囲外の行為その他法令
もしくは定款に違反する行為をし，またはこれ
らの行為をするおそれがある場合において，当
該行為によってＦ社に著しい損害が生ずるおそ
れがあるときであっても，Ｆ社の監査役Ｈは，
取締役Ｇに対し，当該行為をやめることを請求
することができない。

⑤　Ｉ株式会社は，指名委員会等設置会社である。
この場合，Ｉ社の指名委員会は，株主総会に提
出する取締役の選任および解任に関する議案の
内容を決定することができる。

第６問　６－３  （２点）
インターネットにかかわる法規制に関する次の
①～⑤の記述のうち，その内容が最も適切でな
いものを１つだけ選びなさい。

①　個人事業主Ａが，取引先との間で行ったイン

ターネット上の取引に関する情報を表すために
電磁的記録を作成した。当該電磁的記録に記録
された情報についてＡによる電子署名が行われ
ているときは，「電子署名及び認証業務に関す
る法律」上，当該電磁的記録は，真正に成立し
たものと推定される。

②　Ｂ社の従業員Ｃは，業務その他正当な理由が
ないのに，Ｂ社の同僚Ｄが使用している「不正
アクセス行為の禁止等に関する法律」（不正ア
クセス禁止法）上のアクセス制御機能に係る他
人の識別符号に該当するＩＤおよびパスワード
を，当該アクセス制御機能に係るアクセス管理
者およびＤ以外の第三者に提供した。Ｃの行為
は，不正アクセス禁止法上，刑事罰の対象とな
る。

③　インターネットを通じて不特定の者が利用で
きるウェブサイト上で，Ｅの名誉を毀損する情
報が流通し，Ｅに損害が生じたが，当該情報の
不特定の者に対する送信を防止する措置を講ず
ることは技術的に不可能であった。この場合，
当該情報の流通に使用された特定電気通信設備
を他人の通信の用に供するプロバイダであるＦ
社は，「特定電気通信役務提供者の損害賠償責
任の制限及び発信者情報の開示に関する法律」

（プロバイダ責任制限法）上，原則として，Ｅ
に対し，当該名誉の毀損につき損害賠償責任を
負わない。

④　Ｇは，インターネットを通じて不特定の者が
利用できるウェブサイト上で，自己の名誉を毀
損する情報が流通し，Ｇに損害が生じたため，
当該情報の流通に使用された特定電気通信設備
を他人の通信の用に供するプロバイダであるＨ
社に対して，プロバイダ責任制限法に基づく発
信者情報の開示を請求したが，Ｈ社が当該請求
に応じなかったことにより，Ｇに損害が生じた。
この場合，Ｈ社は，プロバイダ責任制限法上，
故意または過失の有無を問わず，Ｇに対し，Ｈ
社が当該請求に応じないことによりＧに生じた
損害を賠償する責任を負う。

⑤　小売業を営むＩ社は，自社の営業につき広告
を行うための手段として電子メールを送信する
場合，「特定電子メールの送信の適正化等に関
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する法律」（迷惑メール防止法）上，あらかじ
め当該電子メールの送信をすることに同意する
旨をＩ社に対し通知した者など，迷惑メール防
止法所定の者以外の者に対し，当該電子メール
の送信をしてはならない。

第６問　６－４  （２点）
民事再生法に基づく再生手続に関する次のア～
オの記述のうち，その内容が適切なものの組み
合わせを①～⑤の中から１つだけ選びなさい。

ア．債務者Ａ社は，再生手続開始の申立てを行い，
再生手続開始の決定を受けた。この場合におい
て，裁判所から管理命令が発せられたときは，
管財人が選任され，Ａ社の業務の遂行ならびに
財産の管理および処分をする権利は，当該管財
人に専属する。

イ．債務者Ｂ社は，再生手続開始の申立てを行っ
た。この場合，Ｂ社に対して1200万円の債権を
有する債権者Ｃ社は，再生手続開始の決定がな
される前であっても，民事再生法上，当然に，
仮差押え，仮処分その他の保全処分を行うこと
ができなくなる。

ウ．債務者Ｄ社は，再生手続開始の申立てを行い，
再生手続開始の決定を受けた。Ｅ社は，Ｄ社に
商品を納入しており，再生手続開始前の原因に
基づき，Ｄ社に対して500万円の債権を有して
いる。Ｅ社は，再生手続開始前にＤ社に納入し
た商品がＤ社の倉庫に残存している場合であっ
ても，自らその商品を差し押さえて売却し，そ
の売却代金をＤ社に対して有する債権の回収に
充てることはできない。

エ．債務者Ｆ社は，再生手続開始の申立てを行い，
再生手続開始の決定を受けた。Ｇ社は，再生手
続開始前の原因に基づき，Ｆ社に対して800万
円の金銭債権を有する一方，Ｆ社に対して300
万円の金銭債務を負っている。Ｇ社は，当該金
銭債権および当該金銭債務の双方が債権届出期
間の満了前に相殺適状になったときは，債権届
出期間の末日を徒過しても，相殺の意思表示を
することができる。

オ．債務者Ｈ社による再生手続開始の申立てに対
し，裁判所が当該申立ての棄却の決定を行い，

確定した。この場合，裁判所は，職権により破
産手続開始の決定をすることにより，破産手続
に移行させることはできない。

①　アウ　　②　アオ　　③　イウ　　
④　イエ　　⑤　エオ

第７問　７－１  （２点）
金融商品取引法に関する次のア～オの記述のう
ち，その内容が適切なものの組み合わせを①～
⑤の中から１つだけ選びなさい。

ア．預金や保険は，銀行法や保険業法で規定され
るほか，金融商品取引法による規制の対象とな
っている。

イ．会社の重要な情報に容易に接近し得る者が，
重要事実を知って，それが未だ公表されていな
い段階で，その会社の株式等の売買を行う，イ
ンサイダー取引は，金融商品取引法により禁止
されているが，インサイダー取引規制に違反し
た者が，課徴金の納付を命じられることはない。

ウ．取引所金融商品市場外において株券等を買い
付ける場合，取得後の株券等所有割合が５％を
超えるときは，原則として，公開買付けの方法
によらなければならない。

エ．金融商品取引業者等は，一定の金融商品取引
契約の締結の勧誘を受けた顧客が契約を締結し
ない旨の意思を表示した場合，それ以降当該勧
誘を継続してはならないが，その勧誘に先立っ
て，顧客に対し，その勧誘を受ける意思の有無
を確認する必要はない。

オ．金融商品取引業者等は，顧客に対し，不確実
な事項について断定的判断を提供し，または確
実であると誤解させるおそれのあることを告げ
て，金融商品取引契約の締結の勧誘をしてはな
らない。

①　アイ　　②　アエ　　③　イウ　　
④　ウオ　　⑤　エオ
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第７問　７－２  （２点）
Ａは，建築請負業者Ｂ社との間で，別荘の新築
工事を依頼する旨の建築請負契約を締結した。
この場合に関する次のア～オの記述のうち，そ
の内容が適切なものの組み合わせを①～⑤の中
から１つだけ選びなさい。

ア．ＡおよびＢ社は，当該建築請負契約の締結に
際し，工事の内容や請負代金の額等を記載した
契約書などの書面を作成し，相互に交付するこ
とを義務付けられていない。

イ．Ａは，Ｂ社に対して損害を賠償しても，Ｂ社
が当該別荘を完成させるまでの間に当該建築請
負契約を解除することはできない。

ウ．Ｂ社が当該別荘の建築を完了した後Ａに引き
渡す前に，当該別荘はＡの帰責事由に基づく火
災により全焼した。この場合，約定の期日まで
に当該別荘を完成させることができないとき
は，Ｂ社の仕事完成義務および引渡義務は消滅
し，ＡはＢ社からの報酬請求を拒むことができ
る。

エ．Ｂ社が当該別荘の建築を完了した後Ａに引き
渡す前に，当該別荘はＡおよびＢ社以外の第三
者の帰責事由に基づく火災により全焼した。こ
の場合，約定の期日までに当該別荘を完成させ
ることができないときは，Ｂ社の仕事完成義務
および引渡義務は消滅し，ＡはＢ社からの報酬
請求を拒むことができる。

オ．Ｂ社が当該別荘の建築を完了した後Ａに引き
渡す前に，当該別荘はＡの帰責事由に基づく火
災により全焼した。この場合，約定の期日まで
に当該別荘を完成させることができるときは，
Ｂ社の仕事完成義務および引渡義務は存続し，
Ａは当該工事にかかる損害賠償責任を負う。

①　アイ　　②　アオ　　③　イウ　　
④　ウエ　　⑤　エオ

第７問　７－３  （２点）
国際取引に関する次のア～オの記述のうち，そ
の内容が適切なものの組み合わせを①～⑤の中
から１つだけ選びなさい。

ア．日本の企業Ａ社は，Ｂ国における取引につい
て便宜を図ってもらうため，Ｂ国の公務員Ｃに

対して贈賄行為を行った。Ａ社からＣへの送金
手続がアメリカ合衆国（米国）内で行われた場
合，Ａ社は，米国の連邦海外腐敗行為防止法に
よる処罰の対象となる可能性がある。

イ．日本の企業Ｄ社は，自社の製品Ｅのデザイン
について日本で商標登録を受け，製品Ｅの販売
を行っている。Ｆ国の企業Ｇ社は，製品Ｅにつ
きＤ社が有する商標権を侵害する製品ＨをＦ国
で製造し，日本に輸入し販売しようとしている。
この場合，日本の税関当局は，職権により製品
Ｈの輸入を差し止めることができるが，Ｄ社が
税関当局に製品Ｈの輸入差止めの申立てをする
ことはできない。

ウ．日本の企業Ｉ社は，日本およびＪ国で，その
発明Ｋについて特許権を取得することとした。
この場合，日本は特許協力条約に加盟している
ため，Ｉ社は，所定の手続に従い日本で発明Ｋ
について特許出願をすれば，Ｊ国が特許協力条
約に加盟しているか否かにかかわらず，Ｊ国に
おいても発明Ｋについて特許出願をしたのと同
一の効果が認められる。

エ．日本の企業Ｌ社は，自社の製品Ｍを製造する
のに必要な発明Ｎにつき，日本およびＯ国で特
許権を有しており，Ｏ国においては，Ｏ国の企
業Ｐ社に製品Ｍの独占的販売権を設定してい
る。第三者Ｑ社が，Ｏ国でＰ社から製品Ｍを購
入し，日本に輸入し販売している場合，日本の
判例によれば，Ｌ社は，日本における発明Ｎの
特許権に基づいて，Ｑ社に対し製品Ｍの輸入お
よび販売の差止めを請求することはできない。

オ．日本の企業Ｒ社が倒産し，日本の裁判所から
破産手続開始の決定を受けた後に，Ｒ社の債権
者であるＳ国の企業Ｔ社は，Ｒ社がＳ国内に有
する資産から弁済を受けた。この場合であって
も，Ｔ社は，Ｒ社の日本における破産手続にお
いて，Ｓ国で受けた弁済を考慮することなく，
配当を受けることができる。

①　アイ　　②　アエ　　③　イオ　　
④　ウエ　　⑤　ウオ
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第７問　７－４  （２点）
会社の合併に関する次のア～オの記述のうち，
会社法の規定に照らし，その内容が適切なもの
の組み合わせを①～⑤の中から１つだけ選びな
さい。

ア．株式会社間において吸収合併を行う場合，吸
収合併存続株式会社および吸収合併消滅株式会
社は，法定の事項を定めた吸収合併契約を締結
し，当該吸収合併契約の内容等を記載または記
録した書面または電磁的記録を所定の期間その
本店に備え置かなければならない。

イ．解散した株式会社は，他の会社と合併をする
ことができ，解散した株式会社を存続会社とす
る吸収合併を行うことも可能である。

ウ．株式会社間において吸収合併を行う場合，吸
収合併消滅株式会社の財産は包括的に吸収合併
存続株式会社に移転し，吸収合併消滅株式会社
の株主は原則として吸収合併存続株式会社の株
主となるが，吸収合併消滅株式会社は清算手続
を経ることによって消滅する。

エ．株式会社間において吸収合併を行う場合，吸
収合併存続株式会社が，吸収合併消滅株式会社
の総株主の議決権の90％以上を有している特別
支配会社であるときは，原則として吸収合併消
滅株式会社での株主総会決議による吸収合併契
約の承認は不要である。

オ．株式会社間において合併を行う場合，合併に
反対する反対株主は，合併について異議を述べ
る機会を与えられるが，自己の株式を当該合併
当事会社に公正な価格で買い取ることを請求す
ることはできない。

①　アエ　　②　アオ　　③　イウ　　
④　イオ　　⑤　ウエ

第８問　８－１  （２点）
商標権に関する次の①～⑤の記述のうち，その
内容が最も適切なものを１つだけ選びなさい。

①　人の知覚によって認識することができるもの
のうち，文字，図形および立体的形状について
は商標権の設定登録を受けることができるが，
音については商標権の設定登録を受けることは
できない。

②　商標権の設定登録を受けることができる商標
には，業として商品を生産し，証明し，または
譲渡する者がその商品について使用する標章
と，業として役務を提供し，または証明する者
がその役務について使用する標章とが含まれ
る。

③　類似の商品に使用される同一の商標について
複数の商標登録出願があった場合，先に商標を
作成したことを証明した者が，当該商標につき
商標登録を受けることができる。

④　商標権は，商標登録を受けた後，商標権者が
登録商標を使用している間は存続し，商標権者
が登録商標の使用を終了した時点で消滅する。

⑤　登録商標については，当該登録商標が使用さ
れていない状態が継続したとしても，第三者が，
その不使用を理由として，商標登録の取消しを
求めることはできない。

 

第８問　８－２  （２点）
下請代金支払遅延等防止法（下請法）に関する
次の①～⑤の記述のうち，その内容が最も適切
でないものを１つだけ選びなさい。なお，本問
における親事業者および下請事業者は，それぞ
れ下請法上の「親事業者」および「下請事業者」
をいうものとする。

①　事業者が業として行う販売の目的物である物
品の製造を他の事業者に委託した場合におい
て，委託者である事業者および受託者である事
業者がいずれも法人であり，かつ，当該受託者
の資本金の額が当該委託者の資本金の額よりも
小さいときであっても，当該受託者が下請事業
者に該当しないことがある。

②　親事業者は，下請事業者に対し製造委託をし
た場合は，下請事業者の給付，給付の受領，下
請代金の支払いその他の事項について記載また
は記録した書類または電磁的記録を所定の方法
により作成し，一定の期間保存しなければなら
ない。

③　親事業者は，下請事業者に対し製造委託をし
た場合は，原則として，直ちに，下請事業者の
給付の内容，下請代金の額，支払期日および支
払方法等の所定の事項を下請事業者に通知しな
ければならないが，当該通知は口頭で行えば足
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り，書面による必要はない。
④　親事業者は，下請事業者に対し製造委託をし

た場合において，下請事業者の給付の内容の改
善を図るため必要があるときは，下請事業者に
自己の指定する物を購入させたとしても，下請
法に違反しない。

⑤　親事業者が下請事業者に対し製造委託をした
場合において，親事業者は，下請代金の支払期
日に下請代金を支払わなかったときは，下請事
業者に対し，下請事業者の給付を受領した日か
ら起算して60日を経過した日から支払いをする
日までの期間について，その日数に応じ，未払
金額に所定の率を乗じて得た金額を遅延利息と
して支払わなければならない。

第８問　８－３  （２点）
債権譲渡に関する次の文章中の下線部(a)～(e)
の記述のうち，その内容が適切なものの組み合
わせを①～⑤の中から１つだけ選びなさい。

債権譲渡とは，債権をその内容を変更しないで
譲渡人から譲受人へ移転することをいう。⒜債権
譲渡は譲渡人と譲受人の両者の合意によって行う
ことができるため，譲渡される債権の債務者の同
意等は不要である。

債権者と債務者との間で，あらかじめ債権譲渡
を禁止する旨の特約をすることも認められている。
⒝債権譲渡禁止の特約が締結されている場合，債
務者は，当該特約のあることを知らずに債権を譲
り受けた譲受人に対して，債権譲渡の無効を主張
することができる。

債権譲渡においては，第三者からは譲渡人と譲
受人のどちらが債権者であるかを判別できないの
で，譲渡当事者以外の第三者に対して債権譲渡の
効力を主張するには，法定の対抗要件を備えなけ
ればならない。
　⒞債務者に対する民法上の債権譲渡の対抗要件
は，譲渡人から債務者に対する通知，または債務者
から譲渡人もしくは譲受人に対する承諾である。

また，⒟債務者以外の第三者に対する民法上の
債権譲渡の対抗要件は，譲受人から債務者に対す
る確定日付のある証書による通知，または確定日
付のある証書による債務者から譲渡人もしくは譲

受人に対する承諾である。
　(e)債権譲渡がなされると，債務者は，対抗要件
具備時までに譲渡人に対して生じた事由をもって
譲受人に対抗することができる。
①　ａｂｃ　　②　ａｂｄ　　③　ａｃｅ　　
④　ｂｄｅ　　⑤　ｃｄｅ

第８問　８－４  （２点）
Ｘ株式会社は，その主力事業である甲事業に加
え，新たに乙事業を開始することを計画してい
る。Ｘ社は取締役会設置会社であり，その取締
役としてＡ，ＢおよびＣが選任されており，そ
のうちＡが代表取締役に選定されている。また，
唯一の監査役としてＤが選任されている。この
場合に関する次のア～オの記述のうち，その内
容が適切なものの組み合わせを①～⑤の中から
１つだけ選びなさい。なお，Ｘ社は，監査等委
員会設置会社および指名委員会等設置会社のい
ずれでもないものとする。

ア．Ｘ社は，その取締役会において乙事業の開始
を検討するにあたり，取締役会の招集通知をＡ，
Ｂ，ＣおよびＤに発しなくても，Ａ，Ｂ，Ｃお
よびＤの全員の同意があるときは，招集の手続
を経ることなく，取締役会を開催することがで
きる。

イ．乙事業の開始に関し，Ｘ社において実際に取
締役会を招集することなく，Ａが取締役会の決
議の目的である事項について提案をし，当該提
案につきＢおよびＣが書面により同意の意思表
示をした。この場合，会社法上，Ｘ社は，いわ
ゆる持ち回り決議を認める旨の定款の定めの有
無にかかわらず，当該提案を可決する旨の取締
役会の決議があったものとみなすことができ
る。

ウ．Ｘ社は，乙事業の開始に必要な資金を調達す
るため，Ｙ銀行からの借入れを検討している。
この場合，当該借入れは，その金額の多寡にか
かわらず，Ｘ社の取締役会で決議すべき事項に
は当たらず，Ａが単独で決定することができる。

エ．Ｘ社の取締役会において，Ａ，Ｂ，Ｃおよび
Ｄの全員が出席し，ＡおよびＢの賛成により乙
事業の開始を決定する旨の決議が行われ，その
議事録が作成された。この場合，Ｃは，当該議
事録に異議をとどめなかったときは，当該決議
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に賛成したものと推定される。
オ．Ｂは，個人として甲事業の部類に属する取引

を行う場合，事前にＸ社の取締役会において，
当該取引につき重要な事実を開示し，その承認
を受けるか，または，当該取引後，遅滞なく，
当該取引についての重要な事実をＸ社の取締役
会に報告するか，いずれかをしなければならな
い。

①　アイ　　②　アエ　　③　イウ　　
④　ウオ　　⑤　エオ

第９問　９－１  （２点）
甲社は，公益通報者保護法に関し，社内で研修
を行おうとしている。次の①～⑤の記述は，甲
社内における当該研修に関する打合せでなされ
た発言の一部である。これらの発言のうち，そ
の内容が最も適切なものを１つだけ選びなさ
い。

①　「個人情報保護法に抵触する事実は，公益通報
の対象ではありません。したがって，株式会社
の従業員が，当該株式会社において個人情報保
護法に規定する罪の犯罪行為が行われている事
実を知り，この事実につき処分や勧告等の権限
を有する行政機関に申告したことを理由として
当該株式会社から解雇されたとしても，公益通
報者保護法による保護を受けることはできませ
ん。」

②　「株式会社の経理担当者が，経理部長が不正経
理により当該株式会社の金員を横領しているこ
とを知ったとします。当該経理担当者がこの事
実につき行政機関に対して公益通報をする場合
と報道機関に対して公益通報をする場合とで
は，当該経理担当者が公益通報者保護法による
保護を受けるための要件は異なります。」

③　「株式会社の株主総会の担当者が，当該株式会
社の株主に対し，当該株式会社の計算で利益を
供与して，当該株式会社の株式総会で経営陣に
有利な議決をするよう働きかけたとします。当
該担当者は，この事実につき行政機関に対して
公益通報をすれば，公益通報者保護法により，
刑の減免の特典を受けることができます。」

④　「株式会社の従業員が，当該株式会社において
廃棄物処理法に違反する公益通報の対象となる

事実が存在することを知り，この事実につき当
該株式会社の公益通報窓口に対して公益通報を
したとします。その後，当該株式会社が，当該
従業員の勤務態度が著しく不良であることを名
目に当該従業員を解雇したとしても，解雇の名
目上の理由が公益通報をしたことでなければ，
公益通報者保護法上，当該解雇は無効となるこ
とはありません。」

⑤　「労働者派遣法上の派遣元事業主との間で雇用
契約を締結し，当該派遣元事業主から派遣先に
派遣されている派遣労働者が，当該派遣先にお
いて，金融商品取引法に基づき作成が義務付け
られている報告書に虚偽の記載が日常的に行わ
れていることを知り，この事実につき行政機関
に対して公益通報をしたとします。この場合，
当該派遣先は，当該派遣労働者が公益通報をし
たことを理由として，当該派遣元事業主に当該
派遣労働者の交代を求めることができます。」

第９問　９－２  （２点）
民事訴訟手続に関する次の①～⑤の記述のう
ち，その内容が最も適切でないものを１つだけ
選びなさい。

①　原告が訴状を提出し訴えを提起した場合にお
いて，その訴状に民事訴訟法所定の記載事項に
つき不備があるときは，補正が命じられること
なく，裁判長により直ちに訴状が却下される。

②　裁判所は，証人および当事者本人の尋問を，
できる限り，争点および証拠の整理が終了した
後に集中して行わなければならない。

③　当事者は，攻撃または防御の方法を，訴訟の
進行状況に応じ適切な時期に提出しなければな
らず，時機に後れた攻撃防御方法については，
裁判所により却下されることがある。

④　被告は，口頭弁論期日において，原告が主張
する請求原因事実の１つについて知らない旨の
答弁をした。この場合，被告は，当該請求原因
事実を争ったものと推定される。

⑤　裁判所は，判決をするにあたり，口頭弁論の
全趣旨および証拠調べの結果を斟酌して，自由
な心証により事実認定を行う。
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第９問　９－３  （２点）
Ａ株式会社の清算に関する次のア～オの記述の
うち，会社法の規定に照らし，その内容が適切
なものの組み合わせを①～⑤の中から１つだけ
選びなさい。

ア．Ａ社は，清算手続を開始する時点において取
締役会設置会社である場合，清算人会を設置し
なければならない。

イ．Ａ社が清算手続を開始する場合において，Ａ
社の取締役が清算人となるときは，清算手続を
開始する時点でＡ社の代表取締役であったＸ
は，代表清算人となる。

ウ．Ａ社の清算人は，清算事務として，債権の取
立ておよび債務の弁済をすることはできるが，
残余財産の分配をすることはできない。

エ．Ａ社は，清算手続に入ったとしても，毎期株
主総会を開催し，清算事務等の報告等を行う必
要がある。

オ．Ａ社は，清算手続に入った場合，清算の目的
の範囲内において，清算が結了するまでは存続
するものとみなされる。

①　アイウ　　②　アウオ　　③　アエオ　　
④　イウエ　　⑤　イエオ

第９問　９－４  （２点）
Ａは，Ｂ銀行から継続的に融資を受けているＣ
のために，ＣがＢ銀行に対して負う借入金債務
を主たる債務として，Ｂ銀行との間で民法上の
個人貸金等根保証契約を締結することとした。
この場合に関する次の①～⑤の記述のうち，そ
の内容が最も適切でないものを１つだけ選びな
さい。なお，本件個人貸金等根保証契約は，事
業のために負担した貸金等債務を主たる債務と
する保証契約または主たる債務の範囲に事業の
ために負担する貸金等債務が含まれる根保証契
約ではないものとする。

①　Ｂ銀行がＡとの間で本件個人貸金等根保証契
約を締結する際に極度額を定めなかった場合，
本件個人貸金等根保証契約は，その効力を生じ
ない。

②　本件個人貸金等根保証契約が書面または電磁
的記録によって締結されない場合は，本件個人
貸金等根保証契約は，その効力を生じない。

③　本件個人貸金等根保証契約に基づきＡが保証

債務を弁済する場合，Ａが保証債務を弁済する
前および弁済した後にＣに通知をしなかったと
しても，ＡのＣに対する求償権は制限されるこ
とはない。

④　本件個人貸金等根保証契約が締結された場合，
Ａは，Ｃの主たる債務の元本，主たる債務に関
する利息，違約金，損害賠償その他その債務に
従たるすべてのものおよびその保証債務につい
て約定された違約金または損害賠償金につい
て，その全部にかかる極度額を限度として，履
行する責任を負う。

⑤　Ｃが破産手続開始の決定を受けた場合，本件
個人貸金等根保証契約における主たる債務の元
本は確定する。

第10問　10－１  （２点）
消費貸借契約に関する次のア～オの記述のう
ち，その内容が適切なものの組み合わせを①～
⑤の中から１つだけ選びなさい。

ア．借主Ａは，貸主Ｂ社との間で，年20％の割合
による利息を約定して40万円を借り入れる旨の
金銭消費貸借契約を締結し，貸主Ｂ社から40万
円の交付を受けた。この場合，利息制限法上，
年18％を超える部分の利息の約定は無効であ
る。

イ．貸金業者Ｃ社は，借主Ｄとの間で貸付けの契
約を締結しようとする場合，貸金業法上，借主
Ｄの返済能力に関する事項を調査する必要はな
い。

ウ．貸金業者Ｅ社は，借主Ｆとの間で，貸付金に
対し年110％の割合による利息の約定をして80
万円を貸し付ける旨の金銭消費貸借契約を締結
し，借主Ｆに80万円を交付した。この場合，貸
金業法上，当該金銭消費貸借契約自体が無効と
なる。

エ．借主Ｇは，貸主Ｈ社との間で，半年後に全額
を返済する旨の約定をして100万円を借り入れ
る旨の金銭消費貸借契約を締結し，貸主Ｈ社か
ら100万円の交付を受けた。この場合において，
借主Ｇおよび貸主Ｈ社が金銭消費貸借契約書を
作成していないときは，当該金銭消費貸借契約
の効力は生じない。
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オ．問屋Ｉ社は，取引先である小売店Ｊ社との間
で，小売店Ｊ社から50万円を借り入れる旨の金
銭消費貸借契約を書面により締結した。当該金
銭消費貸借契約において利息の約定をしていな
い場合，商法上，小売店Ｊ社は，問屋Ｉ社に対
して利息を請求することができない。

①　アウ　　②　アオ　　③　イウ　　
④　イエ　　⑤　エオ

第10問　10－２  （２点）
Ａ株式会社における会社設立時の株式の発行お
よび募集株式の発行に関する次のア～オの記述
のうち，会社法の規定に照らし，その内容が適
切なものの組み合わせを①～⑤の中から１つだ
け選びなさい。なお，Ａ社は，会社法上の公開
会社であるものとする。

ア．Ａ社を設立する際には，Ａ社の定款で定める
発行可能株式総数の範囲内であればその多寡を
問わず，自由に株式を発行することができる。

イ．Ａ社は，一定の要件の下で発行可能株式総数
を増加させることができるが，増加後の発行可
能株式総数は，増加前の発行済株式総数の４倍
を超えることはできない。

ウ．Ａ社がその株主に募集株式の割当てを受ける
権利を与える株主割当ての方法により募集株式
を発行する場合，Ａ社の株主は，原則として，
その有する株式の数に応じて割当てを受ける権
利を有する。

エ．Ａ社の株主は，Ａ社における募集株式の発行
が法令またはＡ社の定款に違反する場合，また
は，募集株式の発行が著しく不公正な方法によ
り行われる場合において，不利益を受けるおそ
れがあるときは，Ａ社に対し，当該募集株式の
発行をやめることを請求することができる。

オ．Ａ社において募集株式の発行が行われた場合
において，募集株式の引受人のうちに出資の履
行をしない者がいるときは，当該募集株式の発
行手続全体が無効となる。

①　アイエ　　②　アイオ　　③　アウオ　　
④　イウエ　　⑤　ウエオ

第10問　10－３  （２点）
Ａ社では，その事業に関連して行政庁の許認可
手続を経る必要が生じた。次のア～オの記述は，
許認可手続についてＡ社内で検討している甲と
乙との会話の一部である。この会話における乙
の発言のうち，その内容が適切なものの組み合
わせを①～⑤の中から１つだけ選びなさい。

ア．甲「当社が行った営業許可の申請に対し，国
の所轄官庁から当該申請の内容の変更を求める
旨の行政指導が行われた場合，当社がその行政
指導に従うまで，行政指導が続くのでしょう
か。」
乙「申請の取下げまたは変更を求める行政指導
にあっては，行政手続法上，所轄官庁は，申請
者が当該行政指導に従う意思がない旨を表明し
たとしても，当該行政指導を継続することがで
きるとされています。」

イ．甲「当社が国の所轄官庁に対し営業許可の申
請をした場合において，この申請に対して所轄
官庁が営業許可を拒否する処分をするときは，
当社は，その処分がなされた理由を知ることが
できますか。」
乙「行政手続法上，行政庁が申請により求めら
れた許認可等を拒否する処分をした場合には，
原則として，申請者に対し，同時にその処分の
理由を示さなければならないとされています。」

ウ．甲「当社は，国の所轄官庁から口頭で行政指
導を受けましたが，当該行政指導の内容を書面
で明確化して欲しいと考えています。当社は，
所轄官庁に対し，行政指導の内容の書面化を求
めることはできるでしょうか。」
乙「行政指導が口頭でされた場合において，行
政手続法上，所轄官庁が，当該行政指導の内容
を書面化するか否かは任意とされており，所轄
官庁は当該行政指導の内容を書面化することを
義務付けられていません。」

エ．甲「当社が国の所轄官庁から不利益処分を受
ける場合，当社に意見陳述の機会は与えられま
すか。」
乙「当社が国の所轄官庁から不利益処分を受け
る場合，行政手続法上，当社に対し，不利益処
分の理由が示され，意見陳述の機会が与えられ
ます。」
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オ．甲「当社が，国の所轄官庁から行政指導を受
けたが，これに従わなかった場合，当社は，当
該行政指導に従わなかったことを理由として，
当該所轄官庁から不利益な取扱いを受けます
か。」
乙「国の所轄官庁から行政指導を受けたが，こ
れに従わなかった場合，行政手続法上，当該所
轄官庁は，当該行政指導に従わなかったことを
理由として，不利益な取扱いをすることができ
ないとされています。」

①　アイウ　　②　アイオ　　③　アウエ　　
④　イエオ　　⑤　ウエオ 

第10問　10－４  （２点）
Ａ社は，個人事業主としてソフトウェアの開発
を行っている甲に対し，ソフトウェア開発業の
運転資金として貸し付けた500万円の返還を
求める民事訴訟を提起し，その主張を認容する
確定判決および執行文の付与を得た。この場合
に関する次のア～オの記述のうち，その内容が
適切なものの組み合わせを①～⑤の中から１つ
だけ選びなさい。

ア．甲は，時価3000万円の土地を所有しているが，
当該土地については，甲に対して貸金債権を有
するＢ社が確定判決および執行文の付与を得て
すでに差し押さえていた。この場合であっても，
Ａ社は，当該土地を差し押さえることができる。

イ．甲は，時価500万円の別荘を所有しているが，
当該別荘については，甲に対して貸金債権を有
するＣ社が確定判決および執行文の付与を得て
すでに差し押さえていた。この場合，Ａ社は，
Ｃ社の差押えに基づく競売手続において配当要
求をすることはできない。

ウ．甲は，時価1000万円のマンションを所有して
いるが，当該マンションについては，甲に対し
て貸金債権を有するＤ社が抵当権の設定を受け
その登記を経ていた。この場合，Ｄ社が当該マ
ンションにつき抵当権に基づいて競売開始の申
立てをし，その開始決定がなされた後，Ａ社が
当該手続で配当要求をしたときは，その後にＤ
社が競売開始の申立てを取り下げたとしても，
Ａ社の配当要求の手続は続行される。

エ．甲は，Ｅ社からソフトウェアの開発を受託し，

Ｅ社との間で締結した請負契約に基づき500万
円の報酬請求権を有している。この場合におい
て，Ａ社は，当該報酬請求権を差し押さえたと
きは，民事執行法上，甲に差押命令が送達され
た日から一定の期間を経過したときは，当該報
酬請求権を取り立てることができる。

オ．甲は，Ｆ社，Ｇ社およびＨ社からそれぞれソ
フトウェアの開発を受託し，各社との間で締結
した請負契約に基づき，Ｆ社に対し300万円，
Ｇ社に対し400万円，Ｈ社に対し500万円の報酬
請求権をそれぞれ有している。この場合におい
て，Ａ社は，甲に対して有する貸金債権および
執行費用の額が合計550万円であるときは，甲
の有する報酬請求権のうち，いずれか２つの報
酬請求権しか差し押さえることができない。

①　アイウ　　②　アイエ　　③　アエオ　　
④　イウオ　　⑤　ウエオ


